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副目的

款 項 目 大 中
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根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

10

担当係

担当課

1

教育文化

　学校及び幼稚園の学習環境を良好に保つようにする。

○平成23年度実施内容

　良好な学習環境を確保するため、小中学校（25校）及び幼稚園（1園）に、作業員

を8ヶ月間（34週）、1班（2人）で巡回し、棚・合唱台・ざら板等の作成、施設の小修

理、遊具・体育用具等の補修や側溝等の清掃を行った。平成23年度からは、4人体

制から2人体制に変更し、経費の削減を図った。

（直接経費の内訳）

助成 0

教育総務課

施設係

32

平成３０年度以降

学校教育 教育を支える学習環境を整備する

1

平成１４年度 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

事業番号 308

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

担当部

直接実施・

運営

5 委託 95

事務事業名 小中学校等環境整備事業

会計区分 事業類型 一般一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

265

Ｈ24予算額

5,985

0.05

0

00

0

0

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

（手段）

従事者数

Ｈ23決算額

5,541

Ｈ22決算額

人件費

0.05 0.050.05

Ｈ21決算額

（直接経費の内訳）

 委託料　5,541,480円

○平成24年度実施内容

平成23年度と同様の内容で実施

無

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

11,347

0

11,347

0

費

用

直接経費

正職員

人件費

従事者数

受益者負担

費用合計

11,082 11,082

0

11,347

100.0

6,250

0

0

265

0.00

0

265

0.00

11,347

107.6

265

0.00

0

6,250

5,806

51.1

5,806

0.00



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

57

H24

回数

年間に巡回した学校等の延べ回数は、一週間単位で巡回していたが、日数を調整す

ることにより、57回実施できた。また、各現場のきめ細かい需要に柔軟に対応できた。

4 4

H21

68

68

308

人

24

H24

成果指標名

年間に巡回した学校等

の延べ回数

事業の

達成状況

活動指標名

68

学校等に巡回する作業

員の１日当たりの人数

H22

4

2

H23

H23

2

68

H21

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

57

34

事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

作業員が実施した環境整備を学校等の教職員で行うことになり、限られた人数や時

間では、対応することができないため、健全な学習環境が保つことができない。

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

判定理由

現状維持

判　定　理　由

学校及び幼稚園の学習環境の良好な維持のために、現段階では現状維持とするが、現在

の作業量ではなく、作業員２人という契約方法が本当に無駄のない方法であるのか、必要

な作業を専門の業者に発注する方法や近隣市町で多い臨時職員を配置する方法と比較す

るなど、改めて事業のあり方を検証する必要がある。

限られた日数のため学校等の要望に応えるよう学校等と調整しながら効率的に回っ

ていく。

改善案等

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

限られた日数のため、多くの学校に対して巡回し環境整備することが難しい。

作業員が学校等に派遣されることにより、健全な学習環境が保てるため、今後も作業

員が派遣されることが望まれる。

方向性の判定 現状維持

事業を縮小・

廃止したときの

影響


